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研究成果の概要（和文）：本研究は、グローバルフードシステムを構築したこれまでの市場流通が持つ問題や限
界を超えるために、市場流通の補完・機能を持つ「新しい市」に注目し、その機能や役割、そして存在意義を明
らかにしつつ、都市農村の関係変化を考察することを目的とした。その目的にアプローチするために、4年間の
研究期間の中で国内外の先進地事例調査、そして実証実験としてのファーマーズマーケットの開催、そして、国
際シンポジウム、国内外の学会での研究発表を行った。

研究成果の概要（英文）：This research focuses on the “new market” with complement and function of 
market distribution, in order to overcome the problems and limitations of the market distribution 
that established the global food system so far, its function, role, and significance of existence. 
The purpose of this study is to examine the change in urban-rural relationship while clarifying. 
In order to approach the purpose, in the four-year research period, we conducted case studies of 
advanced areas in Japan and abroad, held farmers markets as a demonstration experiment, and 
presented research at international symposia and international conferences. 

研究分野： 都市計画

キーワード： ファーマーズマーケット　フードシステム　ローカルフード　フードハブ　新しい市　社会正義　農産
物直売所　地域再生
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的、社会的意義は、以下のとおりである。新しい市と位置づけられる、ファーマーズマーケット
は、常設型の店舗や直売所（アメリカではフードハブ）などと併設することが可能で、むしろ併設型の方が、そ
れぞれの役割や機能を補完できる効果が捉えられた。
また、米国におけるフードハブは、日本では農産物直売所に相当すると考えられるが、その役割、位置づけは日
米で異なっている。アメリカでは効率性を重視するフードハブでも、コミュニティの再生や食の分配による社会
正義等の社会問題に向き合っている一方で、日本の直売所等は、商品としての食の販売に終始している面が否め
ないことが明らかになった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 本研究は、主に日米における、ローカルフードシステム、具体的な対象としてはアメリカにお

けるファーマーズマーケットとローカルフードハブ、そして日本では、農産物直売所と新しい市

の形態として広がってきている対面販売を重視した「マルシェ」「ファーマーズマーケット」に

注目した。それら２つのタイプの取組みは、同じローカルフードシステムを構成する取り組みで

あっても、その目的や参加する生産者や消費者のタイプ等も異なっている。したがって、両者が

どのような関係にあり、消費者と生産者にどのような影響を与えているのかについても重要な論

点である。こうした問題意識のもとに、本研究を開始した。 

 

２．研究の目的 

 急増するオルタナティブな「市」(ファーマーズマーケット)について、その存在意義を、都

市農村関係のパラダイム転換という観点から追究する。日本では、農産物直売所が依然旺盛で

あるが、にもかかわらずこの数年、各地で「市」「マーケット」「マルシェ」と名のつく場や

活動の台頭が顕著である。本研究では、まず、アメリカのファーマーズマーケットと、常設で

地域食材を集荷配送する「ローカルフードハブ」の関係とも比較しつつ、新鮮な地域食材の入

手にとどまらない消費者の市(ファーマーズマーケット)のニーズと、手間と時間を費やしても

出店する生産者側の理由を明らかにし、商品以外の需要と供給から市の存在意義に迫る。また、

日本での農産物直売所と新しい市としてのマルシェやファーマーズマーケットの関係性につい

ても考察する。また、３つ目には、これらローカルフードシステムが都市と農村（生産者と消

費者・食と農）の関係性にどのように影響を与えているのかという観点から調査し、考察を加

える。 

 

３．研究の方法 

 本研究の主な研究方法は、文献調査とヒアリング調査である。まず、市やファーマーズマー

ケット、農産物直売所などの活動に関する文献の整理を行った。さらに、現地調査では、アメ

リカでのファーマーズマーケットとローカルフードハブ、さらにそれらローカルフードシステ

ムへ参加する生産者と消費者へのヒアリング等の調査を行った。日本では、農産物の購買場所

として一般化しつつある農産物直売所と、新しい市としての京都市の大原ふれあい朝市、松山

市の JAえひめ中央・太陽市と愛太陽ファーマーズマーケットを対象として調査を行った。 

 また、ローカルフードシステムによる都市と農村の関係性分析は、宇都宮市の農産物直売所

の利用者へのアンケート調査を元に行った。 

 

４．研究成果 

 目的や参加者等の異なる２つのタイプのローカルフードシステム（アメリカのファーマーズ

マーケットとローカルフードハブ、日本の農産物直売所とマルシェやファーマーズマーケット）

の取り組みに対して、事例調査から明らかになったのは、日本の農産物直売所が経済性の追求

に走っているのに対し、アメリカのローカルフードハブは、コミュニティの再生や農業や食べ

物の公正性など社会的課題に向き合いつつ、経営を成り立たせようともがいている状況がある

ことであった。食や地域の概念が社会正義、民主的な地域運営の手段であるとのアメリカの認

識に対して、日本では生産品の販売手段としての認識が相対的に大きいと言われているが、同

様のことが日本の農産物直売所とアメリカのローカルフードハブにも言えることが明らかにな

った。 



 次に、日本の新しい市としての対面販売をより重視したファーマーズマーケットやマルシェ

が、既存の農産物直売所に対してどのような関係に位置づけることができるのかを考察した。

京都市の大原ふれあい朝市と旬菜市場の事例では、朝市の場で生産者と消費者が生産物につい

て意見や考えをお互いに伝えることで、生産物の品質が向上し、コミュニケーションを取るこ

とが生産者と消費者の間の信頼関係構築につながっているということが見出された。生産者と

消費者の交流の場は食に対する関心を高め、食に対する意識が変化する場としても機能してい

た。 

 また、農産物直売所である旬彩市場が併設されたことで、消費者は、かつては朝市でしか手に

できなかった生産物を常時、農産物直売所で入手できるようになり、生産者は安定した販売ルー

トを確保することができた。このことは、新たな地域内循環を誕生させ、地域の味を残していく

ことにもつながっている。 

 さらに、大原ふれあい朝市と旬彩市場は、新規就農者が就農しやすい環境を生み出していた。

販売できる環境が整い、新たな地域内循環が誕生したことで、もともと大原地区で農業をしてき

た農家も生産意欲が上がり遊休農地や耕作放棄地が減り、農地や地域の環境改善という朝市設立

当初の課題解決にもつながっていた。農地などの地域の資源を守り循環させていく上でも、対面

販売の場と農産物直売所が重要な役割を担っているといえる。 

 松山市の愛太陽ファーマーズマーケットとJAえひめ中央の太陽市では、これまでは農産物直売

所に並べられている商品と、そこに記載された生産者の名前や生産地名等でしかつながっていな

かった生産者と消費者が、ファーマーズマーケットで直接会話し、交流できる場を生み出した。

生産者は普段は農産物直売所で自分の商品を買っている消費者から商品についての感想や意見

を聞くことで気づきや発見があった。また、「いつも太陽市で買っているよ」という声が励みと

なっているという生産者の反応もあった。 

 対面販売で自分の作った商品の特徴や思いを消費者に直接伝えることができることは、大原ふ

れあい朝市の例とは逆方向であるが、いつもは農産物直売所に出荷している商品のアピールや売

上促進につながり、消費者との直接交流は、農業を続けていく上でのやりがいや生きがいを感じ

る場としても機能していることが明らかになった。 

 また、都市農村の関係論的視点からは、以下の調査研究を行い結果を得た。宇都宮市内の農産

物直売所の利用者に対するアンケート調査の結果、農産物直売所などでの流通の実態は、統計で

把握されていないため、統計上推計されている地域自給(今回の場合は、栃木県宇都宮市農政課

が試算した市内の食料自給率)の25%にとどまる。それに対して、農産物直売所利用者の調査では、

宇都宮市内の自給率は48%、近隣5市町を含めると60%にも上ることが明らかになった。このこと

は、宇都宮市民の胃袋を支えているのは、近隣5市町を含む領域であり、これらかが宇都宮市民

のフートドシェットドと把握できること、さらにそうしたことから、消費地である都市と生産地

である農村の関係を持続可能なものにするための、フートドシェットドという捉え方が有効であ

ることが指摘できた。 

 また、最終年度に開催した国際シンポシジウムでは、アメリカと日本の関連研究者かが愛媛に

集い、新しい市のあり方や都市農村関係論についての熱心な議論かが行われた。シンホポシジウ



ムには、専門家だけでなく、普段ファーマーズマーケットに訪れる一般市民も多く訪れ、研究の

テーマや内容を広く一般市民にも周知するよい機会となったことを特記しておきたい。 
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